
   生活支援体制整備事業における介護予防広報誌等制作業務委託事業者選定審査委員会設置要綱 
 

 （目的及び設置） 
第１条 「生活支援体制整備事業における介護予防広報誌等制作業務」の受託予定事業者をプロポーザル

方式により選定するに当たり、選定を公正かつ適正に実施するため、「生活支援体制整備事業における

介護予防広報誌等制作業務委託事業者選定審査委員会」（以下「委員会」という。）を設置する。 
 （委員会の組織等） 
第２条 委員会の委員及び所掌事務は、次のとおりとする。 

委員 所掌事務 
健康福祉局地域包括ケア推進室長 
健康福祉局地域包括ケア推進室担当課長〔ケアシステム〕 
健康福祉局地域包括ケア推進室担当課長〔地域保健〕 
健康福祉局地域包括ケア推進室担当課長〔専門支援〕 
区地域みまもり支援センター地域ケア推進課長（代表１名） 
区地域みまもり支援センター地域支援課長（代表１名） 
健康福祉局総務部庶務課長 

委託事業者の選定に

関すること。 

２ 前項に定める者が委員会に出席できない場合、その者が指名する者を代理で出席させることができる。 
 （委員長） 
第３条 委員会に委員長を置き、健康福祉局地域包括ケア推進室長をもって充てる。 
２ 委員長は、会務を総理し、委員会の会議の議長となる。 
３ 委員長に事故があるとき、または委員長が欠けたときは、健康福祉局地域包括ケア推進室担当課長〔ケ

アシステム〕がその職務を代理する。 
 （会議） 
第４条 委員会は、委員長が招集する。 
２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
 （関係者の出席） 
第５条 委員会は、必要があると認めるときは関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができ

る。 
 （対象の選定及び選定基準） 
第６条 委員会は、健康福祉局業者指名選定委員会において選定された事業者によるコンペの結果、当該

事業に最も適した提案を行ったと認められる事業者を選定する。 
２ 委員会は、別に定める評価基準により評価を行い、事業者を選定する。 
 （庶務） 
第７条 委員会の庶務は、地域包括ケア推進室ケアシステム担当において処理する。 
 （委任） 
第８条 この要綱に定めのない事項については、別途委員長が定める。 
   附 則 
 この要綱は、令和６年７月８日から施行する。 


